
10 教員の負担を軽減し、教育の質を向上させる「働き方改革」 

 

施策展開の方向性㉖ 

  多多角角的的にに学学校校をを支支援援すするる新新たたなな体体制制をを構構築築ししまますす  

 

  

１１  公公益益財財団団法法人人東東京京学学校校支支援援機機構構（（ＴＴＥＥＰＰＲＲＯＯ））ととのの連連携携にによよるる学学校校へへのの支支援援（総務部）  

(1) 公益財団法人東京学校支援機構（ＴＥＰＲＯ）との連携 

 都教育委員会が、教員の負担軽減と教育の質の向上の両立を図るため、学校をきめ細かく

サポートする全国初の多角的支援組織として令和元年度に設立した東京学校支援機構（ＴＥ

ＰＲＯ）では、以下の三つの機能を柱として展開し、学校の実情を踏まえたきめ細かく継続

的な支援を実施している。 

なお、同機構は、令和４年４月に一般財団法人から公益財団法人へ移行した。 

(ｱ) 「人材バンク」により、学校が必要とする多様な人材を開拓・確保して必要な研修を

行い、学校へ紹介する機能 

(ｲ) 教員の懸案事項を専門家に相談して法律的知見に基づく助言を受けられる窓口の設置、

都内公立学校の実情や特色に合った国際交流の実施などの教員をサポートする機能 

(ｳ) 学校施設における小口・緊急修繕工事を包括的に受託するなどの事務集約化機能 

令和４年度は、当財団との連携による多角的な学校支援及び今後開始を予定する事業

の実施準備などを行う。 

特に、ＩＣＴの支援、教科指導、特別支援教育等に必要となる外部人材の確保及び学

校への紹介など、学校からＴＥＰＲＯへ寄せられる期待に十分に応えていけるよう、緊

密な連携を図る。 

 

【施策の必要性】 

学習指導要領の改訂や社会的な要請に基づく教育課題の増加などにより、様々な対応が学校

教育に求められています。これらの期待に応えていくためには、地域人材、豊かな知識や経験

を有する高齢者、専門性を備えたスタッフ、教員ＯＢなど、多様な外部・専門人材を、学校を

支える人員体制として確保することが必要です。こうした人材の量的な拡大に伴い、学校では

その確保に係る負担が大きくなっていることに加え、外部・専門人材に児童・生徒に対する理

解を深めてもらうことなど、学校ならではの資質・能力の向上も重要な課題となっています。 

また、国際交流等を進めるためには、新たな交流先の開拓や交流手法についての調整などを、

各学校が外国の機関と行うなど教員の専門外の事項への対応も必要となっており、その負担が

一層増加しています。 

教員の負担軽減と教育の質の向上の両立を図っていくためには、これまでにない方策も含め

た多面的アプローチが必要です。 

11 質の高い教育を支える環境の整備 

1111  質質のの高高いい教教育育をを支支ええるる環環境境のの整整備備  

 

 

施策展開の方向性㉗ 

  教教員員一一人人一一人人のの健健康康保保持持のの実実現現をを図図りりまますす  

 

  

１１  教教員員ののメメンンタタルルヘヘルルスス対対策策等等のの取取組組のの推推進進（福利厚生部・人事部） 

(1) 教職員のメンタルヘルス対策 

ア 啓発 

  (ｱ) 全教職員にメンタルヘルスに関する啓発冊子を配布 

  (ｲ) 学校等が開催するメンタルヘルスセミナーに臨床心理士等を講師として派遣 

イ  ストレスチェック等の実施 

都立学校教職員のメンタルヘルスに対する意識を高め、「早期自覚」、「早期対処」につな

げる心理的な負担の程度を把握するための検査として、ストレスチェックを実施するとと

もに、ストレスチェック結果に基づく集団分析結果を基にした職場環境改善アドバイザー

派遣を実施する。ストレスチェックについては、教員のストレス要因をより適切に把握す

るために新たに作成した教員向けストレスチェック調査票を活用する。 

【施策の必要性】 

学校教育を推進していくためには、教員一人一人が心身ともに健康であることが大前提で

す。 

平成 26 年には労働安全衛生法の一部を改正する法律が公布され、翌平成 27 年には改正「労

働安全衛生法」に基づく「ストレスチェック制度」に関する厚生労働省令が出されました。 

また、平成 30 年７月に「働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律」が公

布され、これに伴う改正後の「労働安全衛生法」が、平成 31 年４月１日に施行されました。 

これらの制度改正は、社会の情勢や働く環境が変化する中で、労働者が様々なストレスを感

じ続けることで精神的な負担が次第に大きくなってきたことに対応したものであり、教員も対

象となっています。 

メンタルヘルス不調を未然に防止し、こころの健康の保持・増進を図っていくためには、日

頃からこころの健康について、教員自身が関心をもつことが何より重要です。しかし、メンタ

ルヘルス不調は、潜在的なストレスにより発生し、徐々に進行するため、本人も気付きにくい

ことが特徴です。 

また、教員のこころの健康問題は、児童・生徒に与える影響も大きいため、周囲の適切な対

応も必要です。 

このため、心身ともに健康な教員、ストレス等によりこころの不調が出始めている教員、そ

して既にメンタルヘルス不調に陥ってしまった教員など、その状態に応じたメンタルヘルス対

策を推進する必要があります。さらに、メンタルヘルス対策を効果的に推進するためには、教

員一人一人の意識に加え、管理監督者も積極的に関与し、常に職場環境や教員の状況を的確に

把握して、予防に関わる取組を、継続的かつ計画的に実施していくことが重要です。 
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ウ 早期相談体制の充実 

精神的な不調を覚えた早期の段階で相談できるよう、土曜日及び日曜日に臨床心理士等

による個別相談室を開設する他、勤務時間外にも利用できる電話相談（平日正午から午後

８時まで）やメール相談を行い、気軽に相談できる支援体制を図っている。 

また、新規採用教員等に対して、臨床心理士等が学校を訪問し、個別カウンセリングを

行う取組も実施している。 

エ 副校長ベーシックプログラム 

副校長は学校経営の要であり、副校長が不在の場合には、学校運営に多大な影響が生じ

る。このため、新任副校長を対象として、総合的な人材育成の一環として、カウンセリン

グ等によるこころのケアとともに、セルフケアやラインケア等に関する知識付与等を内容

とする「副校長ベーシックプログラム」を実施する。 

オ 職場復帰支援 

精神疾患で休職した教員の円滑な職場復帰と再休職の防止を目的として医療機関や所属

学校における職場復帰訓練を実施する。リワークプラザ東京（都が設置する職場復帰訓練

の拠点）では、学校における職場復帰訓練に対して、精神科医による面接、復職アドバイ

ザー（臨床心理士等）の配置、職場復帰訓練に関する問合せ対応等、復職に向けた支援を

行う。 

(2) 都立学校教職員の健康診断 

ア 都立学校教職員の健康保持・増進を図るため、学校保健安全法、労働安全衛生法等に基

づき、一般健康診断（呼吸器系健診、生活習慣病健診、消化器系健診）、採用時及び復職後

健診、特定化学物質・有機溶剤等取扱業務従事者健診並びに高気圧業務従事者健診を実施

する。特別健診として、女性健診、情報機器健診、腰痛健診、Ｃ型肝炎ウィルス検査及び

前立腺がん検査を実施する。実施に当たっては、巡回健診の日程確保や健診機関で実施す

る来院健診枠の拡大を図り、一般健康診断の受診機会確保に努める。 

イ 健診結果が緊急に医療機関で受診をすべき値の場合は、本人及び管理職に緊急連絡を行

うほか、二次健診の受診対象者に対して受診勧奨を実施し、疾病の予防や早期発見につな

げていく。  

(3) 都立学校の安全衛生管理 

ア 安全衛生組織 

労働安全衛生法及び東京都立学校安全衛生組織等設置規程に基づき、都立学校教職員の

職場における安全と健康を確保し、快適な職場環境の形成を促進している。都教育委員会

は「都立学校安全衛生委員会」を設置し、各都立学校に安全衛生に関する情報を提供して

いる。また、各都立学校は、安全衛生委員会を設置し、産業医、衛生管理者等を選任し、

配置している。 

   イ 長時間労働者への面接指導 

    労働安全衛生法の改正等に伴い、令和元年度から拡充した産業医による長時間労働者へ

の面接指導制度に基づき、長時間労働が著しい者については、対象となる要件により本人

の申出なしに面接指導を実施する。 

ウ 産業医に対する研修会の実施 

都立学校産業医に対して、メンタルヘルスを中心とした研修会を年に３回実施する。 

エ 衛生管理者の資格取得支援 

11 質の高い教育を支える環境の整備 

都立学校教職員が衛生管理者の資格を取得するための講習会等への参加に対し、公費負

担を行う。 

   オ 保護具の措置 

都立学校に勤務する職員の労働災害及び健康障害を防止するため、東京都立学校労働安

全衛生保護具措置規程に基づき、一般技能職員に対し、保護具を措置する。 

(4) 教職員向けメンタルヘルス対策出張相談事業 

   都内公立学校にメンタルヘルス相談員（臨床心理士等）を派遣し、原則として当該学

校に所属する全教職員との面談を実施するとともに、面談を通じて、メンタルヘルスケ

アが必要な教職員を早期に発見し必要に応じて産業医や病院等の専門機関との接続を行

うことで、精神疾患による病気休職者の発生を未然に防ぐ。 

  

施策展開の方向性㉘ 

  質質のの高高いい学学校校教教育育をを支支ええるる施施設設・・設設備備等等をを整整備備ししまますす  

 

 

１１  学学校校施施設設のの耐耐震震化化のの推推進進（地域教育支援部・都立学校教育部） 

(1) 公立小・中学校等における耐震化の推進 

学校施設における耐震化の緊急性・重要性に鑑み、国庫補助に加え、都独自の支援事業を

時限的に実施し、公立小・中学校等の耐震化の推進を図ってきた。 

     また、東日本大震災を契機にその重要性が再認識された非構造部材の耐震化についても、

平成 25 年度から、国庫補助に加え、区市町村への財政支援を行っている。 

(2) 都立学校における震災対策の推進 

都教育委員会では、阪神・淡路大震災を契機とし、災害時における児童・生徒等の安全を

確保するとともに、被災した都民の避難場所としての機能を充実するため、東京都耐震促進

改修計画等に基づき、都立学校校舎等の耐震補強や改築を計画的に推進し、平成 22 年度末

までに全ての都立学校の耐震化を完了した。 

【施策の必要性】 

都立学校においては、阪神・淡路大震災を契機とし、計画的に校舎等の耐震補強や改築を推

進してきた結果、平成 22 年度末までに全ての都立学校の耐震化が完了しました。また、区市

町村立学校においては、令和４年４月１日現在、耐震化率は 99.7％となっています。 

発災時において、学校施設が児童・生徒の安全を確保する場となるだけではなく、避難所と

して必要な機能が発揮できるよう、引き続き、非構造部材の耐震化など、都立学校及び小学校・

中学校における震災対策を推進していく必要があります。 

また、都立学校及び小学校・中学校において、夏季における良好な教育環境を確保するため、

学校施設における空調設備の整備を進めていくことが必要です。 

さらには、「よく分かる授業」を実現するため、全都立学校に導入したデジタル機器を効果

的に活用した「主体的・対話的で深い学び」の授業により、思考力・判断力・表現力等を伸長

できるようにすることが重要です。加えて、教員の働き方改革の観点からも、デジタル機器の

活用により校務情報の一元化を図るなど、業務の効率化を図るための仕組みを構築していかな

ければなりません。 
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による個別相談室を開設する他、勤務時間外にも利用できる電話相談（平日正午から午後

８時まで）やメール相談を行い、気軽に相談できる支援体制を図っている。 

また、新規採用教員等に対して、臨床心理士等が学校を訪問し、個別カウンセリングを

行う取組も実施している。 

エ 副校長ベーシックプログラム 

副校長は学校経営の要であり、副校長が不在の場合には、学校運営に多大な影響が生じ

る。このため、新任副校長を対象として、総合的な人材育成の一環として、カウンセリン

グ等によるこころのケアとともに、セルフケアやラインケア等に関する知識付与等を内容

とする「副校長ベーシックプログラム」を実施する。 

オ 職場復帰支援 

精神疾患で休職した教員の円滑な職場復帰と再休職の防止を目的として医療機関や所属

学校における職場復帰訓練を実施する。リワークプラザ東京（都が設置する職場復帰訓練

の拠点）では、学校における職場復帰訓練に対して、精神科医による面接、復職アドバイ

ザー（臨床心理士等）の配置、職場復帰訓練に関する問合せ対応等、復職に向けた支援を
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ア 都立学校教職員の健康保持・増進を図るため、学校保健安全法、労働安全衛生法等に基

づき、一般健康診断（呼吸器系健診、生活習慣病健診、消化器系健診）、採用時及び復職後

健診、特定化学物質・有機溶剤等取扱業務従事者健診並びに高気圧業務従事者健診を実施

する。特別健診として、女性健診、情報機器健診、腰痛健診、Ｃ型肝炎ウィルス検査及び

前立腺がん検査を実施する。実施に当たっては、巡回健診の日程確保や健診機関で実施す

る来院健診枠の拡大を図り、一般健康診断の受診機会確保に努める。 

イ 健診結果が緊急に医療機関で受診をすべき値の場合は、本人及び管理職に緊急連絡を行

うほか、二次健診の受診対象者に対して受診勧奨を実施し、疾病の予防や早期発見につな

げていく。  

(3) 都立学校の安全衛生管理 

ア 安全衛生組織 

労働安全衛生法及び東京都立学校安全衛生組織等設置規程に基づき、都立学校教職員の

職場における安全と健康を確保し、快適な職場環境の形成を促進している。都教育委員会

は「都立学校安全衛生委員会」を設置し、各都立学校に安全衛生に関する情報を提供して

いる。また、各都立学校は、安全衛生委員会を設置し、産業医、衛生管理者等を選任し、

配置している。 

   イ 長時間労働者への面接指導 

    労働安全衛生法の改正等に伴い、令和元年度から拡充した産業医による長時間労働者へ

の面接指導制度に基づき、長時間労働が著しい者については、対象となる要件により本人

の申出なしに面接指導を実施する。 

ウ 産業医に対する研修会の実施 

都立学校産業医に対して、メンタルヘルスを中心とした研修会を年に３回実施する。 

エ 衛生管理者の資格取得支援 
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都立学校教職員が衛生管理者の資格を取得するための講習会等への参加に対し、公費負

担を行う。 

   オ 保護具の措置 

都立学校に勤務する職員の労働災害及び健康障害を防止するため、東京都立学校労働安

全衛生保護具措置規程に基づき、一般技能職員に対し、保護具を措置する。 

(4) 教職員向けメンタルヘルス対策出張相談事業 

   都内公立学校にメンタルヘルス相談員（臨床心理士等）を派遣し、原則として当該学

校に所属する全教職員との面談を実施するとともに、面談を通じて、メンタルヘルスケ

アが必要な教職員を早期に発見し必要に応じて産業医や病院等の専門機関との接続を行

うことで、精神疾患による病気休職者の発生を未然に防ぐ。 

  

施策展開の方向性㉘ 

  質質のの高高いい学学校校教教育育をを支支ええるる施施設設・・設設備備等等をを整整備備ししまますす  

 

 

１１  学学校校施施設設のの耐耐震震化化のの推推進進（地域教育支援部・都立学校教育部） 

(1) 公立小・中学校等における耐震化の推進 

学校施設における耐震化の緊急性・重要性に鑑み、国庫補助に加え、都独自の支援事業を

時限的に実施し、公立小・中学校等の耐震化の推進を図ってきた。 

     また、東日本大震災を契機にその重要性が再認識された非構造部材の耐震化についても、

平成 25 年度から、国庫補助に加え、区市町村への財政支援を行っている。 

(2) 都立学校における震災対策の推進 

都教育委員会では、阪神・淡路大震災を契機とし、災害時における児童・生徒等の安全を

確保するとともに、被災した都民の避難場所としての機能を充実するため、東京都耐震促進

改修計画等に基づき、都立学校校舎等の耐震補強や改築を計画的に推進し、平成 22 年度末

までに全ての都立学校の耐震化を完了した。 

【施策の必要性】 

都立学校においては、阪神・淡路大震災を契機とし、計画的に校舎等の耐震補強や改築を推

進してきた結果、平成 22 年度末までに全ての都立学校の耐震化が完了しました。また、区市

町村立学校においては、令和４年４月１日現在、耐震化率は 99.7％となっています。 

発災時において、学校施設が児童・生徒の安全を確保する場となるだけではなく、避難所と

して必要な機能が発揮できるよう、引き続き、非構造部材の耐震化など、都立学校及び小学校・

中学校における震災対策を推進していく必要があります。 

また、都立学校及び小学校・中学校において、夏季における良好な教育環境を確保するため、

学校施設における空調設備の整備を進めていくことが必要です。 

さらには、「よく分かる授業」を実現するため、全都立学校に導入したデジタル機器を効果

的に活用した「主体的・対話的で深い学び」の授業により、思考力・判断力・表現力等を伸長

できるようにすることが重要です。加えて、教員の働き方改革の観点からも、デジタル機器の

活用により校務情報の一元化を図るなど、業務の効率化を図るための仕組みを構築していかな

ければなりません。 

令
和
４
年
度
教
育
庁

主
要
事
務
事
業

Ⅲ

- 91 -



11 質の高い教育を支える環境の整備 

 

一方、平成 23 年３月に発生した東日本大震災においては、全国の多くの学校施設で天井

材、照明器具、外壁（外装材）など非構造部材の落下による被害が発生した。都立学校でも

一部かつ軽微ではあるが、天井材が落下するなどの被害が発生したことから、特に天井高が

高く致命的な事故につながるおそれがある屋内運動場を優先して、天井材等の落下防止対策

を計画的に実施することとした。 

屋内運動場については、平成 24 年度に実施した専門家による総点検の結果を踏まえて平

成 25 年度から４か年（平成 28 年度まで）の耐震化改修工事を計画的に行った。 

また、校舎棟等の非構造部材についても、平成 26 年度から耐震化改修工事を計画的に行

っている。 

 

２２  ブブロロッックク塀塀等等のの安安全全対対策策のの推推進進（地域教育支援部・都立学校教育部） 

(1) 公立小・中学校等におけるブロック塀等の安全対策の推進 

大阪北部地震を契機に、その重要性が認識されたブロック塀等の安全対策について、平成

30 年度から、国庫補助に加え、区市町村への財政支援を行っている。 

(2) 都立学校におけるブロック塀等の安全対策の推進 

ブロック塀等について、撤去・新設を中心とした安全対策工事を実施する。その際、撤去

後に新設する塀について、一部の学校では国産の木材を活用する。 

 

３３  国国産産木木材材のの利利用用のの促促進進（地域教育支援部・都立学校教育部） 

(1) 公立学校木の教育環境整備補助事業 

我が国の伝統的な建築材料である木材を活用した温かみと潤いのある教育環境の中で、た

くましく心豊かな児童・生徒を育成するため、令和元年度から、区市町村が国庫補助事業に

より行う木材を活用する施設整備事業のうち、国産木材を活用する事業に対して支援事業を

開始した。令和２年度からは、国庫補助事業で対象としていない小規模な施設整備や物品購

入を都独自に支援することにより、学校施設における国産木材の活用を促進している。 

(2) 都立学校における国産木材の利用の促進 

国産木材の利用推進に資するため、都立学校のプール塀等に国産木材を活用する。 

 

４４  空空調調設設備備のの整整備備のの促促進進（地域教育支援部・都立学校教育部） 

(1) 公立学校施設冷房化支援特別事業 

児童・生徒の良好な教育環境を確保するため、公立小・中学校の普通教室に冷房を導入す

る区市町村に対し、平成 22 年度から国の補助に上乗せした都独自の補助を行い、公立学校

施設の冷房化の支援を実施してきた。平成 26 年度からは防音性が求められる等早急に教育

環境の整備が必要な特別教室（図書室、音楽室、視聴覚室及びパソコン教室）を、平成 27

年度からは普通教室で代替の利かない特別教室（理科室、家庭科室、調理室、被服室、図工

室、美術室及び技術室又はそれに準じた教室）を、令和元年度からは給食室を支援対象に加

え、区市町村の学校教育環境整備が推進されるよう支援を行っている。 

(2) 公立学校屋内体育施設空調設置支援事業 

児童・生徒の良好な教育環境の確保と被災時の避難所機能の強化のため、公立小・中学校

の学校体育館等へ空調設置を行う区市町村に対し、都独自の補助制度を平成 30 年度から実

施している。 
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ア 国の補助制度を活用した空調設置に対する支援 

特別教室等と同様に国の補助金を活用し、体育館等へ空調設備の設置を行う区市町村

に対し支援を実施している。 

イ リース方式を活用した空調設置に対する支援 

     国が施設整備補助の対象としていない、区市町村がリース契約により行う体育館等への

空調設備の整備についても、令和元年度から支援を実施している。 

(3) 都立学校における空調設備の整備 

都立高等学校の体育館については、改築工事中の１校を除き令和３年度末までに全て完了

した。令和４年度から、武道場等への空調設備の整備を進める。 

また、都立高等学校の特別教室のうち、備え付けの機器や火気等を使用して実験・実習を

行うなど、普通教室では代替することができない理科系実験室、美術室、工芸室、調理室及

び被服室について、計画的に空調設備の設置を進め、教育環境の改善を図る。 

 

５５  トトイイレレ整整備備のの推推進進（地域教育支援部・都立学校教育部） 

(1) 公立小・中学校等におけるトイレ整備の推進 

     児童・生徒にとって安全・安心な環境を確保するとともに、災害時における地域の避難所

としての機能を向上させるため、平成 29 年度から、トイレ改修（洋式化等）及び災害用ト

イレの整備を実施する区市町村に対し、国庫補助に加え、財政支援を行っている。 

 (2) 都立学校におけるトイレの洋式化の推進  

都立学校において、計画的にトイレの洋式化を進めるとともに、多機能トイレの整備も推

進する。また、学校の改築等の際は、洋式トイレを基本として計画し、整備を進める。 

 

６６  環環境境にに配配慮慮ししたた整整備備のの推推進進（都立学校教育部） 

(1) 太陽光発電設備の整備 

   再生可能エネルギーの積極的な活用により環境負荷を軽減し、更には発災時におけるエネ

ルギー供給の確保にも資するため、都立学校の改築工事等を行う際、併せて校舎屋上に太陽

光発電設備を整備するとともに、既存校舎についても、施工部署である財務局及び環境局と

連携しながら設置を加速化していく。 

(2) 照明のＬＥＤ化の推進 

照明によるエネルギー消費量を削減するため、改築工事等の際、原則としてＬＥＤ照明と

するなど、都立学校のＬＥＤ化を順次進める。 

 

７７  「「ＴＴＯＯＫＫＹＹＯＯススママーートト・・ススククーールル・・ププロロジジェェククトト」」のの推推進進（総務部）（再掲） 

(1) 区市町村立学校のデジタル環境整備・利活用  

ア ＧＩＧＡスクール運営支援センター整備支援事業 

教員等の問い合わせに対応するヘルプデスクの設置や校内ネットワークの点検・応急対

応等、区市町村立学校のデジタル運用を支えるＧＩＧＡスクール運営支援センターの整備

経費の一部について、国の補助に上乗せした都独自の補助を実施する。 

イ デジタル利活用支援員配置支援事業 

区市町村立学校に導入された一人１台端末をより実践的に利活用していくため、区市町

村立学校において、デジタルの専門性に基づく授業支援や校内研修等を担うデジタル利活
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一方、平成 23 年３月に発生した東日本大震災においては、全国の多くの学校施設で天井

材、照明器具、外壁（外装材）など非構造部材の落下による被害が発生した。都立学校でも

一部かつ軽微ではあるが、天井材が落下するなどの被害が発生したことから、特に天井高が

高く致命的な事故につながるおそれがある屋内運動場を優先して、天井材等の落下防止対策

を計画的に実施することとした。 

屋内運動場については、平成 24 年度に実施した専門家による総点検の結果を踏まえて平

成 25 年度から４か年（平成 28 年度まで）の耐震化改修工事を計画的に行った。 

また、校舎棟等の非構造部材についても、平成 26 年度から耐震化改修工事を計画的に行

っている。 

 

２２  ブブロロッックク塀塀等等のの安安全全対対策策のの推推進進（地域教育支援部・都立学校教育部） 

(1) 公立小・中学校等におけるブロック塀等の安全対策の推進 

大阪北部地震を契機に、その重要性が認識されたブロック塀等の安全対策について、平成

30 年度から、国庫補助に加え、区市町村への財政支援を行っている。 

(2) 都立学校におけるブロック塀等の安全対策の推進 

ブロック塀等について、撤去・新設を中心とした安全対策工事を実施する。その際、撤去

後に新設する塀について、一部の学校では国産の木材を活用する。 

 

３３  国国産産木木材材のの利利用用のの促促進進（地域教育支援部・都立学校教育部） 

(1) 公立学校木の教育環境整備補助事業 

我が国の伝統的な建築材料である木材を活用した温かみと潤いのある教育環境の中で、た

くましく心豊かな児童・生徒を育成するため、令和元年度から、区市町村が国庫補助事業に

より行う木材を活用する施設整備事業のうち、国産木材を活用する事業に対して支援事業を

開始した。令和２年度からは、国庫補助事業で対象としていない小規模な施設整備や物品購

入を都独自に支援することにより、学校施設における国産木材の活用を促進している。 

(2) 都立学校における国産木材の利用の促進 

国産木材の利用推進に資するため、都立学校のプール塀等に国産木材を活用する。 

 

４４  空空調調設設備備のの整整備備のの促促進進（地域教育支援部・都立学校教育部） 

(1) 公立学校施設冷房化支援特別事業 

児童・生徒の良好な教育環境を確保するため、公立小・中学校の普通教室に冷房を導入す

る区市町村に対し、平成 22 年度から国の補助に上乗せした都独自の補助を行い、公立学校

施設の冷房化の支援を実施してきた。平成 26 年度からは防音性が求められる等早急に教育

環境の整備が必要な特別教室（図書室、音楽室、視聴覚室及びパソコン教室）を、平成 27

年度からは普通教室で代替の利かない特別教室（理科室、家庭科室、調理室、被服室、図工

室、美術室及び技術室又はそれに準じた教室）を、令和元年度からは給食室を支援対象に加

え、区市町村の学校教育環境整備が推進されるよう支援を行っている。 

(2) 公立学校屋内体育施設空調設置支援事業 

児童・生徒の良好な教育環境の確保と被災時の避難所機能の強化のため、公立小・中学校

の学校体育館等へ空調設置を行う区市町村に対し、都独自の補助制度を平成 30 年度から実

施している。 
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ア 国の補助制度を活用した空調設置に対する支援 

特別教室等と同様に国の補助金を活用し、体育館等へ空調設備の設置を行う区市町村

に対し支援を実施している。 

イ リース方式を活用した空調設置に対する支援 

     国が施設整備補助の対象としていない、区市町村がリース契約により行う体育館等への

空調設備の整備についても、令和元年度から支援を実施している。 

(3) 都立学校における空調設備の整備 

都立高等学校の体育館については、改築工事中の１校を除き令和３年度末までに全て完了

した。令和４年度から、武道場等への空調設備の整備を進める。 

また、都立高等学校の特別教室のうち、備え付けの機器や火気等を使用して実験・実習を

行うなど、普通教室では代替することができない理科系実験室、美術室、工芸室、調理室及

び被服室について、計画的に空調設備の設置を進め、教育環境の改善を図る。 

 

５５  トトイイレレ整整備備のの推推進進（地域教育支援部・都立学校教育部） 

(1) 公立小・中学校等におけるトイレ整備の推進 

     児童・生徒にとって安全・安心な環境を確保するとともに、災害時における地域の避難所

としての機能を向上させるため、平成 29 年度から、トイレ改修（洋式化等）及び災害用ト

イレの整備を実施する区市町村に対し、国庫補助に加え、財政支援を行っている。 

 (2) 都立学校におけるトイレの洋式化の推進  

都立学校において、計画的にトイレの洋式化を進めるとともに、多機能トイレの整備も推

進する。また、学校の改築等の際は、洋式トイレを基本として計画し、整備を進める。 

 

６６  環環境境にに配配慮慮ししたた整整備備のの推推進進（都立学校教育部） 

(1) 太陽光発電設備の整備 

   再生可能エネルギーの積極的な活用により環境負荷を軽減し、更には発災時におけるエネ

ルギー供給の確保にも資するため、都立学校の改築工事等を行う際、併せて校舎屋上に太陽

光発電設備を整備するとともに、既存校舎についても、施工部署である財務局及び環境局と

連携しながら設置を加速化していく。 

(2) 照明のＬＥＤ化の推進 

照明によるエネルギー消費量を削減するため、改築工事等の際、原則としてＬＥＤ照明と

するなど、都立学校のＬＥＤ化を順次進める。 

 

７７  「「ＴＴＯＯＫＫＹＹＯＯススママーートト・・ススククーールル・・ププロロジジェェククトト」」のの推推進進（総務部）（再掲） 

(1) 区市町村立学校のデジタル環境整備・利活用  

ア ＧＩＧＡスクール運営支援センター整備支援事業 

教員等の問い合わせに対応するヘルプデスクの設置や校内ネットワークの点検・応急対

応等、区市町村立学校のデジタル運用を支えるＧＩＧＡスクール運営支援センターの整備

経費の一部について、国の補助に上乗せした都独自の補助を実施する。 

イ デジタル利活用支援員配置支援事業 

区市町村立学校に導入された一人１台端末をより実践的に利活用していくため、区市町

村立学校において、デジタルの専門性に基づく授業支援や校内研修等を担うデジタル利活
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11 質の高い教育を支える環境の整備 

 

用支援員の配置経費の一部を都独自で補助する。 

(2) 都立学校のデジタル環境整備・利活用 

ア 「ＴＯＫＹＯデジタルリーディングハイスクール」事業 

(ｱ)  ＡＩ教材やデジタル教科書等を活用した個別最適な学びと協働的な学びを実現する

とともに、学習履歴や校務系データ等の蓄積・分析・指導等への活用における実証研

究を行う推進校（ＴＯＫＹＯ教育ＤＸ推進校）を 19 校（高等学校及び中等教育学校）

指定した。 

(ｲ)  子供たちの学びへの意欲を高め、力を伸ばす教育に向け、先端技術（センシング、

ＶＲ、ＡＲ）を活用した実践的な研究を行う推進校（先端技術推進校）を３校（高等

学校）指定した。 

イ 定期考査採点・分析システムの活用 

  令和３年度に都立高校全校に導入した定期考査採点・分析システムを活用し、定期考査

や小テスト等の採点業務を正確かつ効率的に行うことで、採点誤りの防止と教員の業務縮減

を図るとともに、問題ごとの正答率等を集計・分析し、授業改善や生徒の補習等の取組を推

進する。 

ウ デジタルサポーター（ＩＣＴ支援員）の配置・教員向け研修 

(ｱ) 都立学校への校内無線ＬＡＮ整備、統合型学習支援サービスの導入等のデジタル環境

整備に当たり、トラブルに迅速に対応し、安定した活用を支援するとともに、専門的見

地から活用手法の改善や新たな活用法について支援するためのデジタルサポーター（Ｉ

ＣＴ支援員）を引き続き都立学校全校へ常駐配置する。 

(ｲ)  未来を生きる子供たちに必要な資質・能力を真に理解するため「教育イノベーション

を実現するための中核教員向け研修」を実施する。 

エ 教育用ダッシュボードの構築 

校務系データと学習系データの効果的な連携方法及びデータ分析の有用性について検証

を進め、統合型校務支援システムと統合型学習支援サービスのデータを活用した教育ダッ

シュボードとその分析基盤を構築する。 

オ 教育用ＩＣＴネットワークの更改 

(ｱ) 都立高等学校、高等学校附属中学校、中等教育学校及び特別支援学校におけるＩＣＴ

環境の充実のため、平成 21 年度に全校を結んだ教育用ＩＣＴネットワークを整備した。 

(ｲ) 各学校におけるネットワークの利用状況等を踏まえ、次回の更改に向けネットワーク

の見直し等の検討を進める。 

カ 校内無線ＬＡＮ環境の整備 

(ｱ) 令和３年度中に都立学校全校の校内無線ＬＡＮ環境の整備が完了した。 

(ｲ) 令和４年度は高校一人１台端末の導入やオンラインを活用した双方向型授業等の実

施機会の増加による通信量増を見据え、全都立学校（島しょを除く。）の通信環境の増強

を行う。 

キ 統合型学習支援サービスによる全校オンライン学習環境の整備 

教員と児童及び生徒の双方向のオンライン学習等を可能とする統合型学習支援サービス

について、必要な機能改善を行いながら利活用を推進する。 

ク 都立学校等における一人１台端末の整備 

令和４年度に引き続き、令和５年度入学生の生徒所有一人１台端末についても、端末調

11 質の高い教育を支える環境の整備 

達に係る検討・契約を行い、円滑な導入を進める。 

(3) 統合型校務支援システムの整備 

都立学校における業務縮減及び業務の効率化に向け、統合型校務支援システムを令和４年

４月に運用開始し、安定稼働及び全都立学校への運用定着を図る。 

(4) 島しょ地域における教育ＤＸ推進事業 

ア 島しょ地域の小・中学校における教育ＤＸの支援 

統合型校務支援システムなどの導入に向けた各町村教育委員会や学校など関係者との連

絡調整及び詳細検討を行う。 

イ 島しょ地域の高校における教育ＤＸの推進 

(ｱ) 島しょ地域の高校から大学に進学した卒業生をチューターとして募集し、オンライン

で在校生の進学に関する相談に乗る枠組みを構築する。 

(ｲ) 指導教諭の授業を動画配信し、島しょ地域の教員の学習機会を確保する。 

 

令
和
４
年
度
教
育
庁

主
要
事
務
事
業

Ⅲ

- 94 -



11 質の高い教育を支える環境の整備 

 

用支援員の配置経費の一部を都独自で補助する。 

(2) 都立学校のデジタル環境整備・利活用 

ア 「ＴＯＫＹＯデジタルリーディングハイスクール」事業 

(ｱ)  ＡＩ教材やデジタル教科書等を活用した個別最適な学びと協働的な学びを実現する

とともに、学習履歴や校務系データ等の蓄積・分析・指導等への活用における実証研

究を行う推進校（ＴＯＫＹＯ教育ＤＸ推進校）を 19 校（高等学校及び中等教育学校）

指定した。 

(ｲ)  子供たちの学びへの意欲を高め、力を伸ばす教育に向け、先端技術（センシング、

ＶＲ、ＡＲ）を活用した実践的な研究を行う推進校（先端技術推進校）を３校（高等

学校）指定した。 

イ 定期考査採点・分析システムの活用 

  令和３年度に都立高校全校に導入した定期考査採点・分析システムを活用し、定期考査

や小テスト等の採点業務を正確かつ効率的に行うことで、採点誤りの防止と教員の業務縮減

を図るとともに、問題ごとの正答率等を集計・分析し、授業改善や生徒の補習等の取組を推

進する。 

ウ デジタルサポーター（ＩＣＴ支援員）の配置・教員向け研修 

(ｱ) 都立学校への校内無線ＬＡＮ整備、統合型学習支援サービスの導入等のデジタル環境

整備に当たり、トラブルに迅速に対応し、安定した活用を支援するとともに、専門的見

地から活用手法の改善や新たな活用法について支援するためのデジタルサポーター（Ｉ

ＣＴ支援員）を引き続き都立学校全校へ常駐配置する。 

(ｲ)  未来を生きる子供たちに必要な資質・能力を真に理解するため「教育イノベーション

を実現するための中核教員向け研修」を実施する。 

エ 教育用ダッシュボードの構築 

校務系データと学習系データの効果的な連携方法及びデータ分析の有用性について検証

を進め、統合型校務支援システムと統合型学習支援サービスのデータを活用した教育ダッ

シュボードとその分析基盤を構築する。 

オ 教育用ＩＣＴネットワークの更改 

(ｱ) 都立高等学校、高等学校附属中学校、中等教育学校及び特別支援学校におけるＩＣＴ

環境の充実のため、平成 21 年度に全校を結んだ教育用ＩＣＴネットワークを整備した。 

(ｲ) 各学校におけるネットワークの利用状況等を踏まえ、次回の更改に向けネットワーク

の見直し等の検討を進める。 

カ 校内無線ＬＡＮ環境の整備 

(ｱ) 令和３年度中に都立学校全校の校内無線ＬＡＮ環境の整備が完了した。 

(ｲ) 令和４年度は高校一人１台端末の導入やオンラインを活用した双方向型授業等の実

施機会の増加による通信量増を見据え、全都立学校（島しょを除く。）の通信環境の増強

を行う。 

キ 統合型学習支援サービスによる全校オンライン学習環境の整備 

教員と児童及び生徒の双方向のオンライン学習等を可能とする統合型学習支援サービス

について、必要な機能改善を行いながら利活用を推進する。 

ク 都立学校等における一人１台端末の整備 

令和４年度に引き続き、令和５年度入学生の生徒所有一人１台端末についても、端末調

11 質の高い教育を支える環境の整備 

達に係る検討・契約を行い、円滑な導入を進める。 

(3) 統合型校務支援システムの整備 

都立学校における業務縮減及び業務の効率化に向け、統合型校務支援システムを令和４年

４月に運用開始し、安定稼働及び全都立学校への運用定着を図る。 

(4) 島しょ地域における教育ＤＸ推進事業 

ア 島しょ地域の小・中学校における教育ＤＸの支援 

統合型校務支援システムなどの導入に向けた各町村教育委員会や学校など関係者との連

絡調整及び詳細検討を行う。 

イ 島しょ地域の高校における教育ＤＸの推進 

(ｱ) 島しょ地域の高校から大学に進学した卒業生をチューターとして募集し、オンライン

で在校生の進学に関する相談に乗る枠組みを構築する。 

(ｲ) 指導教諭の授業を動画配信し、島しょ地域の教員の学習機会を確保する。 
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